
令和６年度決算令和６年度決算

安全・安心 　　　　　　　　　

　　 果を残し 　　　　　

　　　　次に びつなげる

「結」
「結」

令和６年度決算

款別 決算額 構成比
民生費 178 億 2,282 万円 27.0％
教育費 136 億 3,600 万円 20.6％
総務費 65 億 514万円 9.9％
衛生費 54 億 8,719 万円 8.3％
土木費 45 億 444万円 6.8％
公債費 39 億 302万円 5.9％
消防費 28 億 4,168 万円 4.3％
商工費 12 億 6,593 万円 1.9％
農林水産業費 4 億 2,528 万円 0.6％
議会費 3 億 2,376 万円 0.5％
労働費 5,096 万円 0.1％
諸支出金 92 億 9,544 万円 14.1％
合計 660 億 6,166 万円 100％

歳出の内訳（一般会計）

次のページでは、特別会計、企業会計、
基金、市債などをお知らせします。

自主財源とは、市税のように市が自ら決定し収入しうる財源です。
依存財源とは、補助金や地方交付税や市債のように、国や県の基準に
基づき交付される財源です。

款別 決算額 構成比
市税 227 億 2,707 万円 32.5％
　市民税 95 億 579万円
　固定資産税 102 億 8,951 万円
　軽自動車税 4 億 4,771 万円
　市たばこ税 8 億 870万円
　入湯税 185 万円
　都市計画税 16 億 7,351 万円
繰入金 39 億円 5.6％
繰越金 36 億 8,448 万円 5.3％
使用料および手数料 5 億 2,443 万円 0.7％
分担金および負担金 2 億 5,904 万円 0.4％
その他 26 億 1,144 万円 3.7％
国庫支出金 138 億 9,940 万円 19.9％
地方譲与税・交付金 64 億 6,700 万円 9.2％
市債 65 億 6,920 万円 9.4％
地方交付税 48 億 7,362 万円 7.0％
県支出金 44 億 4,258 万円 6.3％

合計 699 億 5,826 万円 100％

 

自
主
財
源

 

依
存
財
源

歳入の内訳（一般会計）

分担金・負担金
0.4％

 

　
前
・
総
合
計
画
の
最
終
年
度
で
あ
っ
た
令
和
６
年
度

は
、
あ
ら
ゆ
る
世
代
の
方
に
、
安
全
・
安
心
に
、
ず
っ

と
住
み
続
け
た
い
と
思
っ
て
も
ら
え
る
ま
ち
と
な
る
よ

う
、さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を
着
実
に
進
め
た
１
年
で
し
た
。

　
例
え
ば
、「
だ
れ
も
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
安
心
し

て
学
べ
る
こ
と
」
を
コ
ン
セ
プ
ト

に
、
知
的
障
が
い
・
肢
体
不
自
由
・

病
弱
の
児
童
生
徒
の
た
め
の
小
中

高
一
貫
の
「
か
か
み
が
は
ら
支
援

学
校
」
を
整
備
。
令
和
７
年
４
月

か
ら
、
子
ど
も
た
ち
の
新
た
な
生

活
が
始
ま
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、水
道
水
の
有
機
フ
ッ
素
化
合
物
の
対
策
に
つ
い

て
は
、Ｐ
Ｆ
Ｏ
Ｓ・Ｐ
Ｆ
Ｏ
Ａ
な
ど
の
濃
度
検
査
や
、濃
度

低
減
対
策
と
し
て
設
置
し
た
活
性
炭
の
交
換
な
ど
、
細

心
の
注
意
を
払
い
な
が
ら
暫
定
目
標
値
を
下
回
る
水
質

の
維
持
と
そ
の
安
定
供
給
に
努
め
る
と
と
も
に
、
よ
り

安
全
な
水
道
水
の
供
給
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
そ
の
他
に
も
、安
全・安
心
を
確
保
す
る
た
め
、「
体
育

館
空
調
設
備
整
備
事
業
（
小
・
中
学
校
）」や
、「
フ
レ

イ
ル
予
防
運
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業
」な
ど
、直
面
す
る
喫

緊
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
施
策
を
進
め
る
と
と
も

に
、
未
来
を
見
据
え
た
施
策
も
実
施
し
ま
し
た
（
主
な

事
業
は
下
記
の
通
り
）。

　
一
般
会
計
と
は
、
福
祉
や
教
育
、
都
市
基
盤
の
整

備
な
ど
、
市
の
基
本
的
な
事
業
を
行
う
会
計
で
す
。

令
和
６
年
度
の
歳
入
は
、６
９
９
億
５
８
２
６
万
円
、

歳
出
は
６
６
０
億
６
１
６
６
万
円
で
し
た
。
そ
の
内

訳
は
左
ペ
ー
ジ
の
と
お
り
で
す
。

自主財源
48.2％

依存財源
51.8％

市税
32.5％

繰越金
5.3％

繰入金
5.6％

国庫支出金
19.9％

地方譲与税
・交付金
9.2％

地方交付税
7.0％

県支出金
6.3％

市債
9.4％

歳入
699 億 5,826 万円

使用料・手数料
0.7％その他

3.7％

「
安
全
・
安
心
」
を
確
保
す
る
事
業

▼
水
道
水
の
水
質
改
善
対
策
事
業

▼
大
塚
山
緑
地
法
面
対
策
事
業

　
法
面
上
部
に
亀
裂
が
発
見
さ
れ
た
大
塚
山
緑
地

に
つ
い
て
、
周
辺
住
民
が
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と

が
で
き
る
よ
う
、
斜
面
を
安
定
さ
せ
る
法
面
対
策

工
事
に
着
手
し
ま
し
た
。

▼
体
育
館
空
調
設
備
整
備
事
業（
小
・
中
学
校
）

　
児
童
生
徒
の
教
育
活
動
時
や
災
害
時
の
避
難
所

の
熱
中
症
対
策
と
し
て
、
全
小
中
学
校
体
育
館
へ

の
空
調
設
備
の
設
置
を
推
進
し
ま
し
た
。

▼
コ
ン
ビ
ニ
Ａ
Ｅ
Ｄ
設
置
事
業

　
市
内
す
べ
て
の
コ
ン
ビ

ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
に
Ａ
Ｅ

Ｄ
を
設
置
す
る
こ
と
で
、

緊
急
時
に
い
つ
で
も
Ａ
Ｅ

Ｄ
の
使
用
が
可
能
な
環
境

を
整
備
し
ま
し
た
。

「
持
続
可
能
な
未
来
」
を
つ
く
る
事
業

▼
新
特
別
支
援
学
校
整
備
事
業

▼
地
域
型
保
育
事
業
所
整
備
事
業

　
保
育
需
要
の
増
加
に
対
応
す
る
た
め
の
地
域
型

保
育
事
業
所
へ
の
開
設
補
助
を
行
い
ま
し
た
。

「
つ
な
が
り
づ
く
り
」
を
推
進
す
る
事
業

▼
自
治
会
活
動
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
事
業

　

自
治
会
運
営
の
負
担
軽
減
や
、
情
報
共
有
の

効
率
化
・
迅
速
化
な
ど
を
図
る
た
め
、
自
治
会

活
動
に
特
化
し
た
ア
プ
リ
の
試
験
導
入
を
行
い

ま
し
た
。

▼
フ
レ
イ
ル
予
防
運
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業

　
運
動
習
慣
の
な
い
方
を

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
、
筋
力

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
や
栄
養
指

導
な
ど
を
中
心
と
し
た
３

カ
月
間
の
運
動
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
実
施
し
ま
し
た
。

▼
前
渡
地
区
木
曽
川
周
辺
整
備
事
業

　
地
域
を
越
え
た
人
々

の
交
流
が
生
ま
れ
る
新

た
な
に
ぎ
わ
い
創
出
の

場
と
し
て
、
民
間
事
業

者
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
ア
イ

デ
ア
を
活
用
す
る
「
Ｐ

ａ
ｒ
ｋｰ

Ｐ
Ｆ
Ｉ
制
度
」

を
活
用
し
、
木
曽
川
河

川
敷
に
「
木
曽
川
前
渡

南
公
園
」
を
オ
ー
プ
ン

し
ま
し
た
。

「
大
き
な
災
害
」
に
備
え
る
事
業

▼
木
造
住
宅
等
耐
震
化
促
進
事
業

　
木
造
住
宅
の
耐
震
補
強
工
事
に
対
し
て
、
能
登

半
島
地
震
を
踏
ま
え
た
緊
急
取
組
期
間
と
し
て
時

限
的
に
補
助
上
限
を
引
き
上
げ
た
上
で
、
助
成
を

行
い
ま
し
た
。

▼
防
災
備
蓄
品
充
実
事
業

　
災
害
時
に
備
え
防
災
備
蓄
倉
庫
な
ど
で
保
管
す

る
、
防
災
用
備
蓄
食
料
な
ど
の
更
新
や
拡
充
を
行

い
ま
し
た
。

総務費
9.9％

衛生費
8.3％

土木費
6.8％

公債費
5.9％

消防費
4.3％

諸支出金
14.1％

歳出
660 億 6,166 万円

民生費
27.0％

教育費
20.6％

商工費　1.9％
農林水産業費　0.6％
議会費　0.5％
労働費　0.1％

詳細　財政課☎ 058-383-1132

 

持
続
可
能
な
未
来
へ

令
和
６
年
度
に
実
施
し
た
主
な
事
業

 

令
和
６
年
度
決
算（
一
般
会
計
）
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令和６年度決算令和６年度決算

 

特
別
会
計

　
特
別
会
計
は
、
特
定
の

事
業
を
行
う
会
計
で
す
。

市
で
は
、
国
民
健
康
保
険

事
業
と
介
護
保
険
事
業
、

後
期
高
齢
者
医
療
事
業
で
、

収
支
や
資
金
管
理
な
ど
を

一
般
会
計
と
区
別
し
て
い

ま
す
。

　
令
和
６
年
度
の
各
会
計
の
決
算
は
、
左
表
の
と
お

り
で
す
。

事業区分 収入済額 支出済額

国民健康
保険事業 134 億 3,788 万円 132億 4,748 万円

介護保険
事業 132 億 8,906 万円 128億 8,254 万円

後期高齢者
医療事業 44 億 5,894 万円 43億 8,439 万円

特別会計の決算状況
 

企
業
会
計

　
企
業
会
計
は
、独
立
採
算
に
よ
り
特
定
の
事
業
を

経
理
す
る
会
計
で
す
。市
で
は
、水
道
事
業
と
下
水

道
事
業
が
あ
り
ま
す
。
令
和
６
年
度
に
実
施
し
た
事

業
と
決
算
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

 

水
道
事
業

　
有
機
フ
ッ
素
化
合
物
対
策
や
三
井
Ｎ
Ｏ
．
13
取
水

ポ
ン
プ
場
電
気
計
装
設
備
更
新
工
事
、
松
が
丘
地
内

配
水
管
耐
震
化
工
事
な
ど
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
収
益
的
収
支
状
況
は
、
水
道
事
業
収
益
が
26
億
２

０
２
３
万
円
と
な
り
、
令
和
５
年
度
と
比
べ
１
２
４

５
万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
水
道
事
業

費
用
は
21
億
７
３
９
１
万
円
と
な
り
、
令
和
５
年
度

と
比
べ
２
８
４
６
万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
結
果
、
当
年
度
純
利
益
は
４
億
４
６
３
２
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
処
分
可
能
な
９
０
０

０
万
円
は
減
債
積
立
金
と
し
て
、
翌
年
度
の
企
業
債

償
還
金
の
財
源
に
充
て
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

　【
有
機
フ
ッ
素
化
合
物
対
策
】

▼
Ｐ
ＦO

Ｓ
・
Ｐ
ＦO

Ａ
な
ど
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

▼
活
性
炭
に
よ
る
浄
化
シ
ス
テ
ム
の
維
持
管
理

▼
有
識
者
会
議
に
お
け
る
審
議
に
基
づ
く
中
長
期
水

質
改
善
対
策
の
調
査
・
立
案

▼
さ
ら
な
る
水
質
の
早
期
安
定
化
を
図
る
Ｐ
Ｆ
Ａ
Ｓ

専
用
浄
水
処
理
施
設
の
設
計

下
水
道
事
業

　
緑
苑
処
理
分
区
管
渠
布
設
替
及
び
更
生
工
事
、
山

の
前
４
号
雨
水
調
整
池
（
郷
戸
池
）
整
備
工
事
な
ど

を
実
施
し
ま
し
た
。

　
収
益
的
収
支
状
況
は
、
下
水
道
事
業
収
益
が
28
億

４
０
４
万
円
、
下
水
道
事
業
費
用
が
28
億
４
０
４
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
結
果
、
当
年
度
純
損
益
は
あ
り
ま
せ
ん
。
下

水
道
使
用
料
だ
け
で
は
不
足
す
る
財
源
を
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
金
で
補ほ

て
ん填
し
て
い
る
た
め
、
地
方
公
営

企
業
の
原
則
で
あ
る
独
立
採
算
の
達
成
に
向
け
て
、

今
後
も
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

区分
執行済額

収入 支出
収益的収支 28 億 404万円 28億 404万円

資本的収支 19 億 8,134 万円 27億 9,268 万円

水道事業の決算状況

下水道事業の決算状況

区分
執行済額

収入 支出
収益的収支 26 億 2,023 万円 21億 7,391 万円

資本的収支 1 億 391万円 13億 8,624 万円

　
市
の
財
政
事
情
は
、市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
も

見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
市
の
決
算

に
つ
い
て
分
か
り
や
す
く
ま
と
め
た「
わ
か
り

や
す
い
決
算
書
（
※
）」
も
公
開
し
て
い
ま
す
。

ぜ
ひ
、
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

※
総
務
省
が
定
め
た
ル
ー
ル
で
算
出

し
た
、
普
通
会
計
決
算
に
基
づ
い
た

決
算
額
を
掲
載
し
て
お
り
、
本
紙
の

決
算
額
と
は
異
な
り
ま
す
。

H29
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（億円）

（年度）

減債基金

その他の基金（学
校施設整備基金、
新総合体育館整備
基金、特別会計基
金など）

財政調整基金

 

数
値
で
見
る
「
市
の
健
全
度
」

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
健
全
化
に
資
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
た「
地
方
公
共
団
体
財
政
健
全
化
法
」に
基

づ
き
算
定
さ
れ
た
市
の
数
値
は
、左
表
の
と
お
り
で
す
。

　
「
実
質
公
債
費
比
率
」は
、収
入
の
う
ち
借
金
の
返
済

に
充
て
て
い
る
割
合
を
示
す
指
標
で
す
。
数
値
が
小

さ
い
ほ
ど
良
好
で
あ
り
、令
和
６
年
度
の
指
標
は
3.5

％
で
し
た
。早
期
の
健
全
化
が
求
め
ら
れ
る
基
準
「
早

期
健
全
化
基
準
」
の
25
％
を
大
き
く
下
回
り
ま
し
た
。

　
そ
の
他
の
３
つ
の
指
標
は
、
実
質
的
な
赤
字
が
な

い
な
ど
の
理
由
で
算
定
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
引
き
続

き
、
健
全
な
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

実質赤字比率 ―

連結実質赤字比率 ―

実質公債費比率 3.5％

将来負担比率 ―

市の財政健全化判断比率

100
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510
480 466

408
447

410
436 435

（億円）

（年度）

下水道事業会計

水道事業会計

一般会計

市債残高の推移

基金残高の推移

290 298 305
283 281

296
277 272

 

将
来
に
備
え
る
「
基
金
」

　
基
金
は
、
市
の
貯
金
に
あ
た
り
ま
す
。「
財
政
調

整
基
金
」
は
、突
発
的
な
災
害
な
ど
に
備
え
る
基
金
、

「
減
債
基
金
」
は
、
市
債
の
償
還
の
増
加
に
備
え
る

基
金
で
す
。
こ
の
ほ
か
、
特
定
の
施
設
整
備
な
ど
を

目
的
と
し
た
基
金
が
あ
り
ま
す
。
市
で
は
、
将
来
に

わ
た
り
安
定
し
た
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
た
め
、計
画
的
に
基
金
を
積
み
立
て
て
い
ま
す
。

 

国
の
支
援
が
あ
る「
市
債
」を
借
入

　
市
債
は
、
市
の
借
金
に
あ
た
り
ま
す
。
例
え
ば
、

将
来
に
わ
た
っ
て
使
用
で
き
る
公
共
施
設
の
整
備

は
、
世
代
間
の
公
平
性
の
観
点
か
ら
も
市
債
を
活
用

し
て
い
ま
す
。
本
市
で
は
、
将
来
に
過
度
な
負
担
を

残
さ
な
い
よ
う
、
償
還
金
の
一
部
ま
た
は
全
部
に
つ

い
て
、
国
の
支
援
が
あ
る
有
利
な
市
債
を
借
り
入
れ

て
い
ま
す
。
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